
公立学校の教職員が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業に関する取扱いについて

別添資料６

１ 満たすべき要件

地方公務員である公立学校の教職員は、次の①～③を全て満たす場合には、地域クラブの指導者として報酬を受け

て兼職兼業を行うことが可能です。

① 当該教職員が希望する場合であって〔事実上の強制にならないよう留意〕

② 地方公務員法や教育公務員特例法(事務職員は含まない。)等の規定に基づき、

③ 服務を監督する教育委員会（以下「服務監督教育委員会」という。）の許可を得た場合〔学校運営に支障がない

こと等の確認〕

２ 教職員が兼職兼業の許可を受けるためのプロセス

一般的には、兼職兼業希望先の地域クラブからの依頼状を基に、上司である校長等への相談・了承の上、服務監督

教育委員会の兼職兼業の許可を得て、地域クラブの業務に従事することとなります。

これにより、地域クラブの業務について、報酬を受けて従事することが可能になります。

教職員の兼職兼業許可に係るプロセス（イメージ）

地域クラブ

① 地域クラブから指導等の依頼 ② 職員本人の希望に基づき兼職
兼業の許可願等を提出

④ 本務への支障の有無や報酬額
等を確認し、許可・不許可を
決定・通知

③ 本務への支障の有無等を確認
の上、当該許可願等を提出

⑤ 兼職兼業の許可・不許可の
決定を通知

⑥ 許可の内容等に基づき契約

教職員
学校管理職
（校長）

教育委員会



３ 服務監督教育委員会における主な留意事項

服務監督教育委員会が教職員の兼職兼業を許可するにあたり、次の事項に留意してください。

(1) 許可に係る留意事項

ア 許可の判断を行う際に留意すべき事項

・教職員が指導を望んでいるか、本人の意思をよく確認すること。

・地域クラブの事業内容、地域クラブにおける当該教職員の雇用形態・期間や業務内容、労働時間通算の対象と

なるか（雇用契約を結んだ場合は労働時間が通算される。(2)アにも留意すること。）等についてしっかり把握

すること。

・関係法令に基づき、学校運営に支障がないか、保護者や地域住民への説明責任が果たせるものであるか、学校

や教職員の信用を失墜させることはないか等について、校長の意見等も踏まえ十分留意して判断すること。

なお、地域クラブの活動に従事する予定であった時間において教職員としての勤務が急遽必要となった場合に

は、教職員としての勤務に当たれるようにしておくなど、あらかじめ、学校の業務と地域クラブの業務の関係

について地域クラブにおける雇用契約等の際に整理しておくよう、周知することが望ましい。

イ 教職員の健康管理等

・教職員の心身の健康を確保する観点から、「時間外在校等時間」と「兼職兼業に従事する１か月あたりの時間

（以下「労働時間」という。）」を通算した時間が、兼職兼業の申請日の前月が１００時間未満、兼職兼業の

申請日の前月以前の２か月、３か月、４か月、５か月及び６か月の平均が８０時間以内とならないことが見込

まれる場合には、原則、許可しないこと（目安として「時間外在校等時間」と地域クラブにおける「労働時

間」の通算が４５時間以内となることが望ましい。）。

・許可後においても、地域クラブや校長等とも連携し、定期的に当該教職員の労働時間・在校等時間について確

認するとともに、服務監督上問題が生じていないか等について適切に把握すること。



(2) その他留意事項等

ア 労働基準関係法令との関係

・勤務形態の実態に応じた労働基準関係法令の適用について

地域クラブにおいて、業務委託等の契約で指導等をする場合であっても、契約の形式や名称にかかわらず、個々

の働き方の実態に基づいて、「労働者」に当たるか否か（自らが個人事業主ではなく、被雇用者と見なされる

かどうか）が判断され、「労働者」に該当すると判断された場合には、労働基準関係法令が適用されること。

・時間外労働・割増賃金について

民間の地域クラブでの指導や大会運営等を行う場合、兼職兼業開始前において、学校における所定の勤務時間

と民間の地域クラブにおける所定の労働時間とを通算した労働時間が労働基準法に規定される法定労働時間を

超える場合は、この超過部分が時間外労働となること。

この時間外労働については、当該地域クラブと従事する者との間において、労働基準法第３６条に基づくいわ

ゆる３６協定の定めるところによって行い、かつ、所定の割増賃金を支払う必要があること。

イ 指揮監督の主体と事故発生時の責任等

・兼職兼業時の指揮監督の主体について

地域クラブとして兼職兼業をしている際は、指揮命令権者は校長ではなく当該地域クラブにあり、その際の身

分は学校の教職員ではなく、当該地域クラブの一員となり、当該地域クラブの指揮監督に従う必要があること

（業務委託等の場合は、指揮命令等は受けず、当該契約の範囲内において、自らの責任により運営・実施）。

・事故が発生した際の責任・対応について

事故が発生した場合の責任主体は、学校ではなく、地域クラブが責任を負う（業務委託等の場合は、委託等を

受けた教職員が個人として責任を負う。）ため、事故等に備えた保険の対応を確認し、必要に応じて個人でも

加入することが望まれること。



ウ 平日の兼職兼業における留意点等

・学校の業務との区分けについて

平日に、地域クラブにおいて兼職兼業の許可を受けて指導等に当たることも可能であるものの、当該地域クラ

ブの活動が実質的に学校の業務の一部とみなされる場合には当該学校の教職員の職務として行われるものと整

理されることがあるため、当該地域クラブの活動の指揮命令系統、活動の実施場所、指導体制、活動形態、活

動内容等が実質的に学校の業務と区分けされているか、個別具体の活動ごとに整理することが必要であること。

・職務専念義務の免除について

地方公務員法第３８条に基づく兼職兼業（営利企業従事等）の場合で、教職員としての勤務時間内に兼職兼業

先の業務に従事する場合は、別途、地方公務員法第３５条に基づく職務専念義務の免除（職専免）の承認が必

要であること。

職専免の承認は、服務監督教育委員会が関係規程に基づき判断することとなるが、現行の規程上、道立学校に
おいては営利企業従事等のために職専免の承認はできず、勤務時間外のみの従事となるので、道に準じて規定
している場合は留意すること。また、市町村独自で営利企業従事等のために職専免とする場合、給与減額が必

要となること。

４ 運営主体や勤務形態に応じた諸制度の整理表

運営主体 自治体
民間の地域団体

その他
（民間企業、総合型地域スポーツクラブ、クラブチーム等）

勤務形態 委託（委嘱） 雇用 業務委託・請負 有償ボランティア 無償ボランティア

指揮命令権者 （教師等本人） 運営主体（企業等） （教師等本人） （教師等本人） （教師等本人）

賠償責任 教師等本人 運営主体（企業等） 教師等本人 教師等本人 教師等本人

兼職兼業許可手続き 必要 必要 必要 必要 不要

給与等の性質 謝金（委託報酬） 賃金 売上 謝礼 －

労基法の適用関係

最低賃金・
割増賃金

適用なし 適用 適用なし 適用なし 適用なし

36協定 無 必要 無 無 無



兼職兼業許可に係る全体イメージ

地域クラブ活動の事務局として運営

教育委員会
人事主管課

スポーツ・文化振興担当
又は社会教育・生涯学習担当

労働時間等の報告

（地域クラブ（または教職員）からの直接報告も可）

地域クラブ

学 校 管 理 職教 職 員

委託された時間分、
地域クラブを指導

活動全体に係る保険へ加入
報告

兼職兼業の申請・許可

勤務時間を報告

１ 自治体が運営主体となる地域クラブにおいて委託を受けて指導する例

自治体

委託報酬の支払い
（源泉徴収有）

２ 民間企業から雇用されて指導する例

民間企業と連携して兼職兼業等を推進

教育委員会
人事主管課

スポーツ・文化振興担当
又は社会教育・生涯学習担当

報告（民間企業からの直接報告も可）

総労働時間などの情報共有

民 間 企 業

民間企業職員として
指導した時間を報告

実績と予定を報告（毎月）

自治体

教職員の労務管理

教職員の総労働時間
を 一 元 的 に 管 理

※ 上記はあくまで、一般的な例に基づくイメージのため、実態に合わせて調整してください。

学 校 管 理 職

報告

兼職兼業の申請・許可

勤務時間を報告
教 職 員



（参考）教職員の兼職兼業に関する法律、規則、通知等

○ 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

（営利企業への従事等の制限）

第三十八条 職員は、任命権者の許可を受けなければ、商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私企業（以下こ

の項及び次条第一項において「営利企業」という。）を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委

員会規則（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の規則）で定める地位を兼ね、若しくは自

ら営利企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事してはならない。ただし、非常勤職員（短時

間勤務の職を占める職員及び第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除く。）については、この限りでない。

２ 人事委員会は、人事委員会規則により前項の場合における任命権者の許可の基準を定めることができる。

（職務に専念する義務）

第三十五条 職員は、法律又は条例に特別の定がある場合を除く外、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその

職責遂行のために用い、当該地方公共団体がなすべき責を有する職務にのみ従事しなければならない。

○ 教育公務員特例法（昭和24年法律第１号）

（兼職及び他の事業等の従事）

第十七条 教育公務員は、教育に関する他の職を兼ね、又は教育に関する他の事業若しくは事務に従事することが本務

の遂行に支障がないと任命権者（地方教育行政の組織及び運営に関する法律第三十七条第一項に規定する県費負担教

職員（以下「県費負担教職員」という。）については、市町村（特別区を含む。以下同じ。）の教育委員会）におい

て認める場合には、給与を受け、又は受けないで、その職を兼ね、又はその事業若しくは事務に従事することができる。

２ 前項の規定は、非常勤の講師（地方公務員法第二十二条の四第一項に規定する短時間勤務の職を占める者及び同法

第二十二条の二第一項第二号に掲げる者を除く。）については、適用しない。

３ 第一項の場合においては、地方公務員法第三十八条第二項の規定により人事委員会が定める許可の基準によること

を要しない。



○ 関連する国通知及び道条例・規則・通知等

・令和３年２月17日付け２初初企第39号「「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」を受けた公立学校の

教師等の兼職兼業の取扱い等について」

（文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課長通知）

・「公立学校の教師等が地域クラブに従事する場合の兼職兼業について（手引き）」

（文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課、スポーツ庁地域スポーツ課、文化庁参事官（芸術文化担当）付）

・昭和26年条例第９号「北海道職員の職務に専念する義務の特例条例」

・昭和27年１月８日人事委員会規則12―0「北海道職員の職務に専念する義務の特例に関する規則」

・昭和34年2月21日付け文人任第22号「教育公務員特例法第21条に定める「教育に関する他の事業若しくは事務」の範

囲について」

（文部省大臣官房人事参事官協議）

・令和５年３月31日付け教職第2764号「公立学校教師等が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業について」

（北海道教育庁教育職員局教職員課働き方改革担当課長通知）


